
    (単位：百万円、％) 

平成27年度

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初予算比 最終予算比

A B C (A-B)/B (A-C)/C

 法人県民税 20,385 21,098 25,010 △ 3.4 △ 18.5 

 法人事業税 110,185 87,844 98,986 25.4 11.3 

130,570 108,942 123,996 19.9 5.3 

 個人県民税 149,018 146,363 148,847 1.8 0.1 

内  所得割・均等割 137,551 139,237 137,246 △ 1.2 0.2 

 配当割 7,154 3,894 7,168 83.7 △ 0.2 

訳  株式等譲渡所得割 4,313 3,232 4,433 33.4 △ 2.7 

 利子割県民税 2,112 2,334 2,237 △ 9.5 △ 5.6 

 個人事業税 5,349 5,329 5,279 0.4 1.3 

 地方消費税 83,214 58,904 55,355 41.3 50.3 

内  譲渡割 70,308 47,935 42,125 46.7 66.9 

訳  貨物割 12,906 10,969 13,230 17.7 △ 2.4 

 不動産取得税 10,818 10,528 10,688 2.8 1.2 

 県たばこ税 4,079 4,362 4,321 △ 6.5 △ 5.6 

 ゴルフ場利用税 2,626 2,747 2,656 △ 4.4 △ 1.1 

 自動車取得税 3,983 3,137 2,718 27.0 46.5 

 軽油引取税 34,907 34,190 34,971 2.1 △ 0.2 

 自動車税 54,343 55,094 54,963 △ 1.4 △ 1.1 

 鉱区税 4 4 4 0.0 0.0 

 核燃料税 930 0 0 皆増 皆増

 狩猟税 47 65 65 △ 27.7 △ 27.7 

0 1 0 皆減 －

351,430 323,058 322,104 8.8 9.1 

482,000 432,000 446,100 11.6 8.0 

 ※　「軽油引取税」については、旧法分を含む。

平成27年度　県税収入当初予算額の状況

平成26年度 前年度対比(伸率)

税　　　目

  平成27年度の県税収入については、国の経済見通しや地方財政計画における都道府県税収入見込み、税制改正の影響
などを考慮しながら、最近までの課税実績及び収入状況を基礎に算定した。
  この結果、法人二税は、企業収益の改善や平成26年度税制改正による法人事業税率の引上げの影響などにより、前年
度当初予算額を19.9％上回る見込みである。
　その他の税目については、前年度当初予算額を下回る税目もあるが、地方消費税が税率引上げの影響の平年度化など
により大幅に増加することなどから、県税全体としては、平成26年度当初予算額に対し11.6％増の4,820億円を計上し
た。
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